
（単位：千円）

○補正前の額

○補正額

○予算総額

（前年度同期 と比べて 10.9

《主な内容》

　◎歳　入

・地方交付税
・普通交付税

・国庫支出金
・疾病予防対策事業費等補助金等

・府支出金
・緊急雇用対策事業補助金等

・繰入金
・環境衛生センター基金繰入金等

・繰越金
・前年度繰越金

　◎歳　出

・総務費
○財政調整基金積立  (基金・基金利子積立金)

　・地方財政法第７条の規定に基づき、平成２０年度決算剰余金（繰越金）の

　　２分の１を下らない額を財政調整基金に積み立てるもの。

○法人市民税等過年度還付金　(賦課徴収経費)

　・法人市民税等の税額確定に伴い、予定申告により納付されていた税額と

　　確定した税額との差額を還付するもの。

177,210

202,331

49,300

170,979
102,000

　　　平成２１年度　一般会計補正予算（第２号）の概要

21,648,000

378,000

22,026,000

19,862,500 ％の 2,163,500 の増加）

77,195

52,237

△ 103,700



・衛生費
○女性特有のがん検診推進事業  (成人保健対策事業費)

　・国の補正予算による子育て支援対策の一貫として、女性特有のがん検診

　　の受診率向上のため、対象となる女性の検診を無料で実施するもの。

○焼却施設総合計装システム更新事業　(焼却施設整備費)

　・甘南備園焼却施設の安定した運転を維持するため、老朽化した総合計装

　　制御システムの更新を行うもの。

・農林水産業費
○農業基盤整備事業  (基盤整備促進事業費)

　・国の補正予算により増額となった補助金を活用して、松井地区の農道舗装

　　事業を一部前倒しして実施するもの。

・土木費
○三山木地区特定土地区画整理事業  (三山木地区区画整理事業費)

　・物件移転交渉の進捗に伴い、翌年度以降に予定していた物件移転補償費

　　等の一部を前倒しして執行するもの。

・教育費
○学校情報通信技術環境整備事業  (情報教育推進費)

　・国の補正予算により創設された「学校ＩＣＴ環境整備事業」の一貫として、市

　　立の幼稚園・小中学校にデジタルテレビ及びパソコンを配置するもの。

○地上デジタル放送用アンテナ設置事業  (小学校／中学校／幼稚園施設整備費)

　・国の補正予算により創設された「学校ＩＣＴ環境整備事業」の一貫として、市

　　立の幼稚園・小中学校に地上デジタル放送用アンテナを設置するもの。

○理科教育振興設備充実事業　(小学校／中学校管理運営費)

　・国の補正予算により増額となった補助金を活用して、生物顕微鏡等の理科

　　教育振興設備の充実を図るもの。

○学校給食環境整備事業  (学校給食費)

　・平成２２年度から段階的に実施を予定している小学校給食調理業務の民間

　　委託に伴い、来年度実施予定の２校の給食備品・新食器等を購入するもの。

※緊急雇用対策事業
　・国の補正予算により増額となった交付金を活用して、福祉・子育て・教育等

　　の各分野において、新たに１９の緊急雇用創出事業を実施するもの。

28,181

11,420

12,282

14,000

34,115
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74,868


